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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第80期
第３四半期
連結累計期間

第80期
第３四半期
連結会計期間

第79期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 16,034,944 4,770,826 22,464,437

経常損失(△)又は経常利益 (千円) △355,890 △148,939 921,845

四半期純損失(△)
又は当期純利益

(千円) △254,648 △152,008 614,496

純資産額 (千円) ― 12,951,336 13,655,610

総資産額 (千円) ― 21,792,717 20,885,263

１株当たり純資産額 (円) ― 818.76 859.43

１株当たり四半期純損失(△)
又は当期純利益

(円) △16.55 △9.89 39.91

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 57.7 63.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 646,066 ― 1,899,824

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,277,966 ― △1,680,994

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,230,598 ― 151,705

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,360,062 1,768,025

従業員数 (名) ― 784 822

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　３　第80期の第３四半期連結累計期間及び第80期の第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、潜在株式が存在せず、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。また、第79期の潜

在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 841

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 528

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

自動車及び車両部品関連事業 3,843,265

金属椅子及び椅子部品関連事業 113,692

産業機械部品関連事業 622,028

合計 4,578,986

(注) １　金額は、販売価格により算出しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

自動車及び車両部品関連事業 4,325,3174,486,807

産業機械部品関連事業 705,228 1,005,652

合計 5,030,5455,492,459

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金属椅子及び椅子部品関連事業については受注生産ではないため、受注高及び受注残高の記載は行っておりま

せん。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

自動車及び車両部品関連事業 3,932,309

金属椅子及び椅子部品関連事業 127,802

産業機械部品関連事業 710,714

合計 4,770,826

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

トヨタ自動車㈱ 2,495,011 52.2

日野自動車㈱ 610,576 12.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

（１）経営成績の分析

　当第３四半期における我が国経済は、米国発の金融危機がアジア、欧州を含めた世界的な規模での

景気に大きな影響を及ぼした結果、日々悪化の一途を辿る状況で推移しております。

　当社グループの主要取引業界である自動車・産業機械業界におきましても、金融危機以降、需要が

大幅に減退したことにより、国内外の自動車生産及び輸出が減少し、先行きが極めて厳しい状況とな

りました。

　この様な状況の中で、当社グループにおきましては、主原材料及びエネルギー費等の高騰に対する

販売価格の見直しとともに、コスト削減に全力を尽くしてまいりましたが、当第３四半期の当社グ

ループの売上高は47億70百万円、経常損失は１億48百万円、四半期純損失は１億52百万円となりまし

た。

　

事業の種類別セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。

自動車及び車両部品関連事業

金融危機以降、需要が大幅に減退したことにより、自動車の販売台数が低迷いたしました。その

結果、当社グループでは、売上高39億32百万円、営業利益80百万円となりました。

金属椅子及び椅子部品関連事業

遊技場向けチェアーの販売の減少及び買い替え需要の低迷により、厳しい状況が継続しており

ます。この状況下において、当社グループでは、売上高１億27百万円、営業損失19百万円となり

ました。

産業機械部品関連事業

企業の設備投資の抑制に伴い、産業用ロボット部品の売上が低迷いたしました。その結果、当社

グループでは、売上高７億10百万円、営業損失77百万円となりました。

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は217億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ９

億７百万円増加いたしました。これは主に現金及び預金の増加23億80百万円、受取手形及び売掛金の

減少８億70百万円、有価証券の減少７億40百万円などによるものであります。

　負債の部は、前連結会計年度末に比べ16億11百万円増加し、88億41百万円となりました。これは主に

支払手形及び買掛金の減少６億77百万円、長期借入金の増加21億４百万円などによるものでありま

す。

　純資産の部は、前連結会計年度末に比べ７億４百万円減少し、129億51百万円となりました。これは

主に利益剰余金の減少３億77百万円などによるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、33

億60百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失の増加、減価償却費の非資金項

目の収入や利息配当金受取額並びに仕入債務の減少により、42百万円の支出となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出などにより、４億44百万円

の支出となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出及び配当金の支払額などによ

り、１億29百万円の支出となりました。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は５百万円であります。

　

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

 7/27



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,00015,400,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 15,400,00015,400,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 15,400,000 ― 1,036,000 ― 435,439

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

 9/27



(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　 12,000

― 単元株式数は1,000株であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,237,00015,237 同上

単元未満株式 普通株式　　151,000 ― ―

発行済株式総数 15,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,237 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
中央可鍛工業株式会社

名古屋市中川区
富川町三丁目１番地の１

12,000 ― 12,000　 0.08

計 ― 12,000 ― 12,000 0.08　

(注)　当第３四半期会計期間末の自己株式数は、45,288株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 423 413 404 396 390 360 334 355 329

最低(円) 399 400 397 310 382 341 250 321 293

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令50号）附則第７条第１項第５号

のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,253,103 872,186

受取手形及び売掛金 ※4
 3,839,674 4,710,001

有価証券 513,347 1,253,446

商品及び製品 443,998 427,371

仕掛品 504,469 542,791

原材料及び貯蔵品 380,308 367,086

その他 582,951 325,216

貸倒引当金 △3,710 △3,780

流動資産合計 9,514,143 8,494,322

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,455,475

※1
 1,585,670

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 6,000,886

※1
 5,787,311

工具、器具及び備品（純額） ※1
 598,205

※1
 704,209

その他（純額） ※1
 1,519,086

※1
 1,327,733

有形固定資産合計 9,573,653 9,404,924

無形固定資産

のれん 4,646 6,195

その他 35,174 30,821

無形固定資産合計 39,821 37,016

投資その他の資産

その他 2,677,899 2,961,800

貸倒引当金 △12,800 △12,800

投資その他の資産合計 2,665,099 2,949,000

固定資産合計 12,278,573 12,390,941

資産合計 21,792,717 20,885,263
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,349,163 4,026,313

短期借入金 76,650 76,900

1年内返済予定の長期借入金 584,977 307,318

未払法人税等 4,711 64,437

賞与引当金 59,447 256,179

その他 1,272,437 1,043,784

流動負債合計 5,347,387 5,774,933

固定負債

長期借入金 2,939,180 834,813

退職給付引当金 45,620 50,433

役員退職慰労引当金 139,064 147,374

負ののれん 6,057 15,315

その他 364,071 406,782

固定負債合計 3,493,993 1,454,719

負債合計 8,841,381 7,229,652

純資産の部

株主資本

資本金 1,036,000 1,036,000

資本剰余金 574,380 574,652

利益剰余金 10,447,755 10,825,523

自己株式 △15,731 △3,454

株主資本合計 12,042,404 12,432,721

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 306,061 519,673

繰延ヘッジ損益 △46,833 －

為替換算調整勘定 270,159 276,456

評価・換算差額等合計 529,388 796,129

少数株主持分 379,543 426,759

純資産合計 12,951,336 13,655,610

負債純資産合計 21,792,717 20,885,263
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（２）【四半期連結損益計算書】
     【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

売上高 16,034,944

売上原価 15,189,802

売上総利益 845,141

販売費及び一般管理費 ※
 1,271,002

営業損失（△） △425,860

営業外収益

受取利息 20,507

受取配当金 32,032

持分法による投資利益 166,001

その他 63,440

営業外収益合計 281,983

営業外費用

支払利息 34,367

為替差損 45,465

デリバティブ評価損 126,500

その他 5,679

営業外費用合計 212,013

経常損失（△） △355,890

特別利益

前期損益修正益 595

固定資産売却益 12

貸倒引当金戻入額 1,728

特別利益合計 2,336

特別損失

固定資産売却損 27,914

固定資産除却損 35,540

その他 3,200

特別損失合計 66,655

税金等調整前四半期純損失（△） △420,208

法人税、住民税及び事業税 3,597

法人税等調整額 △91,773

法人税等合計 △88,175

少数株主損失（△） △77,384

四半期純損失（△） △254,648
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

売上高 4,770,826

売上原価 4,528,890

売上総利益 241,936

販売費及び一般管理費 ※
 394,129

営業損失（△） △152,193

営業外収益

受取利息 3,563

受取配当金 12,756

持分法による投資利益 55,926

その他 18,996

営業外収益合計 91,242

営業外費用

支払利息 17,526

為替差損 45,615

デリバティブ評価損 24,840

その他 6

営業外費用合計 87,988

経常損失（△） △148,939

特別利益

貸倒引当金戻入額 179

特別利益合計 179

特別損失

固定資産除却損 15,156

その他 600

特別損失合計 15,756

税金等調整前四半期純損失（△） △164,516

法人税、住民税及び事業税 1,536

法人税等調整額 1,551

法人税等合計 3,087

少数株主損失（△） △15,595

四半期純損失（△） △152,008
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △420,208

減価償却費 1,289,168

負ののれん償却額 △7,709

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,813

前払年金費用の増減額（△は増加） △163,518

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8,309

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4,644

賞与引当金の増減額（△は減少） △196,732

貸倒引当金の増減額（△は減少） △69

受取利息及び受取配当金 △52,540

支払利息 34,367

為替差損益（△は益） 7,724

デリバティブ評価損益（△は益） 126,500

固定資産売却損益（△は益） 27,901

固定資産除却損 35,540

投資有価証券評価損益（△は益） 3,200

持分法による投資損益（△は益） △166,001

売上債権の増減額（△は増加） 869,731

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,433

仕入債務の増減額（△は減少） △676,706

未払消費税等の増減額（△は減少） △43,919

その他 △92,204

小計 565,188

利息及び配当金の受取額 169,654

利息の支払額 △34,367

法人税等の支払額 △54,408

営業活動によるキャッシュ・フロー 646,066
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △746,550

定期預金の払戻による収入 716,550

有形固定資産の取得による支出 △1,332,132

有形固定資産の売却による収入 23,421

無形固定資産の取得による支出 △5,950

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △1,201,371

有価証券の償還による収入 1,200,889

貸付けによる支出 △4,000

貸付金の回収による収入 32,620

保険積立金の積立による支出 △19,446

保険積立金の払戻による収入 53,091

その他 4,910

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,277,966

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 2,576,650

長期借入金の返済による支出 △193,759

リース債務の返済による支出 △24,698

配当金の支払額 △115,045

自己株式の取得による支出 △13,461

自己株式の売却による収入 912

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,230,598

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,662

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,592,036

現金及び現金同等物の期首残高 1,768,025

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,360,062
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第

９号)を第１四半期連結会計期間から適用し、評価

基準については、原価法から原価法(収益性の低下

による簿価切下げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当

第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及

び税金等調整前四半期純損失が138,797千円それ

ぞれ増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作

成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実

務対応報告第18号)を適用し、連結決算上必要な修正

を行っております。

これにより損益に与える影響はありません。

(3）リース取引に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間から、「リース取引に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月

17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13

号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終

改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16

号)を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上

しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方

法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の

ファイナンス・リース取引については、期首に前連

結会計年度末における未経過リース料残高を取得価

額として取得したものとして、リース資産に計上す

る方法によっております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、リー

ス資産が有形固定資産に76,748千円、無形固定資産

に18,884千円計上されており、損益に与える影響は

ありません。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　23,067,125千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　22,459,343千円

　２　保証債務

みづほ金属工業㈱ 145,000千円

(金融機関借入金)

　２　保証債務

みづほ金属工業㈱ 150,000千円

(金融機関借入金)

　３　

――――――――

　３　受取手形割引高　　　　　　　　　　95,295千円

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決算処理しており
ます。
　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が、四半期連結会計期間末日残高に含
まれております。

受取手形 28,115千円

※４

――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

　

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目

荷造運搬費 430,011千円

給与諸手当 287,689

賞与引当金繰入額 6,371

退職給付費用 △3,695

役員退職慰労引当金
繰入額

13,390

貸倒引当金繰入額 1,658

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目

荷造運搬費 136,177千円

給与諸手当 89,107

賞与引当金繰入額 6,371

退職給付費用 △1,748

役員退職慰労引当金
繰入額

4,424

貸倒引当金繰入額 412

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,253,103千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△354,450

有価証券勘定 513,347

取得日から償還日までの期間が

３ヶ月を超える債券等
△51,938

現金及び現金同等物 3,360,062
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 15,400,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 45,288

　

３　配当に関する事項

　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 61,570 4 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

平成20年11月14日
取締役会

普通株式 61,549 4 平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金

　

　（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの
　

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

　

区分 種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

市場取引以外の取引 複合金融商品（投資有価証券） 200,000 73,500 △126,500

(注) １　時価については、取引金融機関より提示された価格によっております。

２　組込デリバティブについて、時価を合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時価評価し、

評価差額を損益に計上しております。

３　契約額等には、当該複合金融商品の額面金額を記載しております。

４　ヘッジ会計が適用されているものについては、開示対象から除いております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
自動車及び
車両部品関連
事業(千円)

金属椅子及び
椅子部品関連
事業(千円)

産業機械部品
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 3,932,309127,802710,7144,770,826 ― 4,770,826

営業利益(△は営業損失) 80,715△19,563△77,315△16,164(136,029)△152,193

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品名

自動車及び車両部品関連事業 各種ブラケット類、アクスルハブ等

金属椅子及び椅子部品関連事業 オフィス向け各種椅子、施設向け各種椅子等

産業機械部品関連事業 産業機械用部品、油圧機器用部品等

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(136,029千円)の主なものは、当社の総務部に

係る費用であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
自動車及び
車両部品関連
事業(千円)

金属椅子及び
椅子部品関連
事業(千円)

産業機械部品
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 13,053,961431,9462,549,03616,034,944 ― 16,034,944

営業利益(△は営業損失) 136,103△71,376△51,106 13,621(439,481)△425,860

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品名

自動車及び車両部品関連事業 各種ブラケット類、アクスルハブ等

金属椅子及び椅子部品関連事業 オフィス向け各種椅子、施設向け各種椅子等

産業機械部品関連事業 産業機械用部品、油圧機器用部品等

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(439,481千円)の主なものは、当社の総務部に

係る費用であります。

３　会計方針の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（１）に記載のとおり、当連結会計

年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。この変更に伴い、営業費用は「自動車及び車両部品関連

事業」で102,007千円増加し、営業利益が同額減少しており、「産業機械部品関連事業」では36,313千円増加

し、営業損失が同額増加しております。また、「金属椅子及び椅子部品関連事業」では476千円増加し、営業損

失が同額増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略して

おります。

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　
　

EDINET提出書類

中央可鍛工業株式会社(E01284)

四半期報告書

23/27



(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 818円76銭 １株当たり純資産額 859円43銭

　

２　１株当たり四半期純損失

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △16円55銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。
　
(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純損失(△)(千円) △254,648

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △254,648

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 15,385,011

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △９円89銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。
　
(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純損失(△)(千円) △152,008

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △152,008

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 15,376,281

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第80期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年11月14日開催の

取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 61,549千円

②　１株当たりの金額 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月９日

中央可鍛工業株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　岡　　正　　明　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　蛯　　原　　新　　治　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央

可鍛工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央可鍛工業株式会社及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとなるため、この会計基準に

より四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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